
Ⅰ は じ め に

近年，ICT（情報通信技術）の進歩により，医療に
おいても多施設間での患者情報共有システムやオンラ
イン診療が推進されている。保険診療報酬改定では，
平成30年度からオンライン診療が算定可能となり，令
和２年度には退院時共同指導料や訪問看護療養費にお
ける在宅患者緊急時等カンファレンスなどにも情報通
信機器を用いた会議が算定可能となった。さらに，最
近の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染
拡大に伴い，対面での診療や，複数の関係者を集めた
カンファレンスを行う機会が制限されており，オンラ
インでの対応が早急に求められている。

我々は，これまで多施設，多業種でリアルタイムか
つシームレスに患者情報を共有するシステムの開発・
運用を行ってきた。このシステムにビデオ会議機能を
追加し，オンライン診療を当院で初めて開始したので
本稿で紹介したい。

Ⅱ 患者情報共有システムとオンライン診療機能

通常，病院の診療記録や訪問看護ステーションなど
の患者記録は，各施設で管理され，施設間での共有は
困難である。特に，高齢者や難病など慢性疾患を持っ
ている患者は，多彩な症状や臓器障害を合併している
ことがあり，複数科からの処方，訪問看護や介護，リ
ハビリテーションを受けており，患者を包括的に把握
することができず，結果的に重複処方や不要な受診を
招いている。我々は，2011年から患者中心に患者情報
を共有するシステムとして，「電子チームケアシステ
ム」の運用を行っている。患者のページは登録された
関係者のみが，ID，パスワードを用いてログインし，
インターネット上のシステムにアクセスして閲覧，記
入できるもので，患者・家族も参加できるのが特徴で
ある。インターネットにつながれば，いつでもどこで
もシステムを利用することができるが，端末を認証す

ることで安全性を確保している。SNS 機能は相手を
限定して相談や報告を行うことができ，医療者と患者
間のやり取りだけでなく，訪問看護やヘルパー，ケア
マネージャーなど在宅支援者間の申し送りや，主治医
への報告などにも用いられ，患者，関係者の不安感の
解消や良好な関係の構築に役立っている1）。

厚生労働省の指針によると，オンライン診療にはリ
アルタイムの視覚及び聴覚の情報を含む情報通信手段

（ビデオ電話機能）を採用して，十分な情報セキュリ
ティ対策をもとに患者の正確な状態把握が求められて
いる2）。一般のビデオ電話機能アプリなどでは，相手
を間違えてしまう可能性や，第３者の不正アクセスの
リスクが懸念される。そこで，これまでに運用してい
る患者情報共有システムにビデオ電話機能を付加し，
セキュリティ，患者の状態把握にも対応したオンライ
ン診療機能の構築を試みた（信州大学医学部倫理委員
会承認番号4408）。オンライン診療の予約，通信開始
は該当患者ページから医師のみが行えることとし，患
者は受信するのみとすることで，患者間違いや複数の
患者から同一医師に通信が開始されることを回避した。
また，患者情報共有システム内でオンライン診療を行
うことで，他の関係者間と事前に情報をやり取りし，
これまでの患者状況を把握できるように専用申し送り
ページを作成した。

実際のオンライン診療の手順としては，まず医師が
該当患者のページでオンライン診療の予約を設定する。
予約時間になると患者はシステムに ID，パスワード
でログインし，オンライン診療画面を開くと待機画面
が表示される（図1a）。医師が通信を開始すると（図
1b），患者側の待機画面が開始画面にかわり（図1c），
患者が参加ボタンをタップすることで通信が開始され
る。通信後，医師側は申し送りページ（図1d）から
必要な関係者に伝達事項を送信することができる。
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Ⅲ 当院でのオンライン診療

今回，筋萎縮性側索硬化症（ALS）患者１名に対
し，当院初のオンライン診療を行った。患者は80歳と
高齢で運動機能低下により通院が困難となり，これま
で月１回の訪問診療を行ってきた。患者情報共有シス
テムを元々利用しており，患者の同意を得て，オンラ
イン診療を行った。オンライン診療は，少なくとも３
か月に１度の対面診療が必要であり，対面診療の間の
２か月でオンライン診療の算定が可能である。まず，
オンライン診療を行う前に，対面診療によりオンライ
ン診療計画を作成し，患者に文書で同意を得る必要が

ある。そこで，令和２年１月の訪問診療（対面診療）
でオンライン診療計画書を作成し，本人に文書で同意
を得た。その後，１月下旬に実証実験により通信状況
を確認し，２月にオンライン診療を行った。患者は在
宅でタブレット端末を用いて診療を受け，医師は病院
の診察室で通信用タブレット端末と電子カルテを並べ
て，診療を行った（図２）。処方は，病院で出した処
方箋をかかりつけ薬局に FAX および郵送し，患者家
族が薬局に処方を取りに行くことで対応できた。しか
しながら，現状オンライン診療を行う月は，オンライ
ン診療料と，難病やてんかんなど一部の対象疾患でオ
ンライン診療対象管理料が算定されるのみで，対面診

図１ オンライン診療システム画面
ａ．患者側待機画面，ｂ．医師側開始画面，ｃ．患者側開始画面，ｄ．医師側申し送り画面

図２ オンライン診療時の写真（患者さんの同意を得て撮影，掲載）

340 信州医誌 Vol. 68

最新のトピックス



療で算定される指導料，管理料は算定できない。その
ため，膀胱カテーテルや胃瘻などの処置に必要な物品
をオンライン診療時に提供することが難しく，今後の
課題である。

実際，オンライン診療は患者の状態の正確な把握に
おいて対面診療に勝るものではなく，毎回検査が必要
な患者や３か月に１回の診療のみでも十分な患者には
その必要性は乏しいと考えられる。ただ，状態が落ち
着いているため２，３か月に１回の対面診療でも状態
の把握は十分であるものの，処方やリハビリテーショ
ンなど種々の事情のために毎月受診が必要な場合では，
オンライン診療の併用する意義はあると思われる。ま
た，認知症やてんかん，神経難病など運動機能障害の
ある患者では，通院に介助が必要なことが多く，オン
ライン診療を併用することで通院の負担を軽減し，さ
らに診察室の様子だけでなく，実際の在宅での生活の
様子を知り得ることができるため，患者の状況をより
詳細に把握することにつながる場合もある。

Ⅳ 今後の取り組み

令和２年度の保険診療報酬改定では，オンライン診
療だけでなく，退院時共同指導料や訪問看護療養費に
おける在宅患者緊急時等カンファレンス，さらには薬
剤服用歴管理指導料，在宅患者訪問薬剤管理指導料，
外来栄養食事指導料で，情報通信機器を使用した場合
も算定可能となっている3）。現状では，オンライン診
療システムとして，医師と患者間のみの通信機能とし
ているが，複数の関係者が参加できるカンファレンス

システムを立ち上げる予定であり，今後改良を加え多
くの方々に利用していただけるシステムを構築したい。

Ⅴ ま と め

オンライン診療，さらにはオンラインでの多職種連
携カンファレンスや患者指導は，昨今の社会情勢から，
ますます需要が高まっていくものと思われるが，患者
の正確な状態の把握，通信機器の利便性，安全性の課
題もある。我々の運用している患者情報共有システム
は，元々施設を超えて多施設，多業種の方々に参加い
ただき，患者情報を扱う観点から安全性にも留意して
おり，オンライン診療やオンライン会議システムに十
分対応可能である。今後さらにニーズに対応し，利用
の場を拡大することで，患者が在宅でより安全で安心
した療養を行える環境づくりに役立つものと期待でき
る。

患者の状態，周囲の環境に合わせて，対面とオンラ
インの利点をそれぞれ活用しながら診療，療養に役立
てていくことが重要である。
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